
2．審議会における主な議論  

○ 福祉用異の貸与及び購入については、審議会において、以下のような指摘   

がなされているところである。   

I 

I  

；【「介護保険制度の見直しに関する意見」（平成16年7月30日 社会保障審議；  

；会介護保険部会）】  

第2 制度見直しの具体的内容  

Ⅰ 給付の効率化■重点化  

3．その他のサービスの見直し  

⑤福祉用具について  

○ 福祉用具は、利用者自身が日常生活の中で確実にこれを使いこなすこ  

とにより自立支援や尊厳の保持につながるものであるが、現状では、状 至  
【  

態像に合わない福祉用具の提供などにより、本人の自立を妨げかえって；  

状態の悪化につながっているケースも見られる。また、費用の伸びは著！  
】   

しく、品目によっては価格が高止まりしているものもある。  

○ こうした状況を踏まえ、今後は、  

さ  ① 利用者やケアマネジャーに対し、福祉用具の選定・利用に関する適 妻  

切な情報提供を行う、  

：② 個別性重視の観点から、一定の場合には専門職が関与する仕組みと：  
l   するなど提供プロセスについても見直しを行うとともに、訪問リハビ；  

リテーションや通所リハビリテーションと組み合わせた福祉用具の使：  

l   用方法の指導についても検討する、  l  

：③ 事業者の責任の明確化を図るとともに、福祉用具の購入については、  
l   

1  

事業者の指定制度を導入する、   

1 方向で検討する必要がある。  

また、福祉用具については、支給対象の適正化や給付率の在り方につ！ 【   

いても検討する必要がある。  
l  
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・販売の内容に係る検討課題  3．介護予防福祉用異貸与   

（1）サ⊥ビスの基本的な位置づけ、考え方  

O 「介護予防福祉用異貸与」は、改正介護保険法において「居宅要支援者   

について福祉用異のうらその介護予防に資するものとして厚生労働大臣が   

定めるものの貸与」と、「特定介護予防福祉用異販売」は、「福祉用異の   

うちその介護予防に資するものであって入浴又は排せつの用に供するもの   

その他の厚生労働大臣が定めるものの販売」とされており、「介護予防」   

を目的として提供する福祉用異であることが明確にされている。  

○ また、「福祉用異」の範囲は、現行と同様「要介護者等の日常生活上の   

便宜を図るための用具及び要介護者等の機能訓練のための用具であって、   

要介護者等の日常生活の自立を助けるもの」としており、日常生活の自立   

支援を目的としている点は、現行と変わるものではない。   
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I  

l ：○介護保険法（改正後）  

：第8条の2 （略） 】  

：12 この法律において「介護予防福祉用具貸与」とは、居宅要支援者について：  
l  

、 福祉用具（注：心身の機能が低下し日常生活を営むのに支障がある要介護者等：  

t の日常生活上の便宜を図るための用具及び要介護者等の機能訓練のための用具：  

であって、要介護者等の日常生活の自立を助けるためのものをいう。（第8条： l  
第12項））のうちその介護予防（注：身体上又は精神上の障害があるために：  

入浴、排せつ、食事等の日常生活における基本的な動作の全部若しくは一部に：  

っいて常時介護を要し、又は日常生活を営むのに支障がある状態の軽減又は悪；  
化の防止をいう。（第8条の2第2項））に資するものとして厚生労働大臣が定： 】  

めるものの政令で定めるところにより行われる貸与をいう。  

l                           ＿   ．        、．．   ＿＿．  、 ．  ＿．＿＿．●＿ ▲．＿   l ：13 この法律において「特定介護予防福祉用具販売」とは、居宅要支援者につ：   
いて福祉用具のうちその介護予防に資するものであって入浴又は排せつの用に‡   

供するものその他の厚生労働大臣が定めるもの（以下「特定介護予防福祉用具」： 】   

という。）の政令で定めるところにより行われる販売をいう。  
l  
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○ 新予防給付は、可能な限り支援を要する状態を脱し、また、介護を要す   

る状態にならないよう、自立生活を維持・向上させていくものために利用   

するサービスであり、利用者の改善の可能性を見つけ、できるだけ利用者   

が「している生活行為」の幅を広げていくことで、生活機能の向上を図っ   

ていくことを日標としている。  
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○ したがって、新予防給付におけ亭福祉用異の位置づけは、福祉用異を用   

郎道   

連行為」僻になる。また、これを実現するため   

の支援要素の一つとして提供するものであるので、肇坦   

た支援やリハビリテーションとの連携も重要である。  

○ 一方、福祉用異の利用は、利用者の身体機能や居住環境、本人の意向な   

ど理由が多岐にわたっており、適切にケアマネジメントが行われないと自  

ケアマネジメントに  立支援を損ねる利用や乱用のおそれもあることから、   

起皿 
当性、適合性を精査することが求められる。  

【福祉用異の利用、目標設定の考え方】  

ニーズ：（例）浴槽を跨ぐのが困難で、一人で入浴できない。  

目標設定：単に「入浴すること」「入浴によって清潔を保持すること」  

ではなく、「できるだけ自分が今持っている能力を使って、自  

分で入浴できるように支援すること」であることが重要。  

（1）「入浴すること」を目標にすると、   

「自分でできない⇒介助して入れる」となり、  

ヘルパーの介助が前提のケアプランになる。  

（2）「できるだけ自分で入浴できるように支援する」を目標にすると、  

1  

1  

福祉用具（入浴補助いす、簡易：  

l 手すり等）を使って、できるだ：  

l  l  

I l  

：ヘルパーによる介助：  
l  

：で入浴する  
l  

l＿ ＿ ＿ ＿．．．．＿．＿ ＿＿ ＿ ＿ ＿ 一 － － －・－ － － － －・－  ll ：け今持っている能力を活用し：  

l               ：て、自分で入浴する。  
l  

という選択肢が見えてくる。  

て＝〇  
「している行為」の幅を広げるサービス選択、支援が可能になる。  
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（2）人員・設備・運営基準について  

○ 介護予防福祉用異貸与及び特定介護予防福祉用異販売は、福祉用異の提   

供に当たっての基本的考え方は、現行と変わるものではない。  

したがって、事業所が遵守すべき事項についても、現行の福祉用異貸与   

と大きな違いはないと考えられることから、人員・設備の基準は、現行の   

福祉用異貸与と同様の基準とすることを基本としたいが、どうか。  

（3）介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準について  

○ 介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準においては、介護予   

防の効果を上げるために、すべての事業者が満たすべき基準として、以下   

のような考え方に立って、基準を示してはどうか  

① 福祉用具の選定の判断基準について  

○ 現在の「福祉用異の選定の判断基準」においては、  

現行の要支援者は、「車いす」、「特殊寝台」、「床ずれ防止用異」、「体  

位変換器」、「認知症老人俳個感知機器」、「移動用リフト」、「腰掛便座」、  

「簡易浴槽」が、  

現行の要介護1は、「床ずれ防止用異」、「体位変換器」、「移動用リフ  

ト」が、   

使用が想定しっらい福祉用異としており、これをガイドラインとして通知   

で示しているところである。  

ケアマネジャーは、「福祉用異の選定の判断基準」の通知において、こ   

れらの福祉用異を居宅サービス計画に位置づける場合は、サービス担当者   

会議その他の機会を通じて、専門職から専門的な見地から意見を求め、そ   

の妥当性について検討し、必要な見直しを行うことが求められている。  

○ 介護予防福祉用異貸与においても、本人ができるだけ今持っている能力   

を活かして行うことが基本である。  

このため、次のような見直しを行うことが考えられるがどうか。   

① 現行の通知で示している「福祉用異の選定の判断基準」を新予防給但  

に対応したものに精査した上で、「介護予防のための効果的な支援方法   

に関する基準」に明確に位置づけ、字訳止用具の妥当性、姶性の判断lこ  

ついては、この基準に基づくケアマネジメントを徹底する。  
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② 上記①と併せ、現行嘩定しつらいとしてい   

る福祉用異については、原則として保険給付の対象としないこととし、  

例外的に保険給付の対象とす卿ジメ：ソトを経  
た上で、必要と認められるものについて、保険給付の対象とする。  

② 適所系サービスとの連携の確保  

○ 新予防給付は、利用者の意欲をうながしつつ、利用者の「できる生活行   

為」を徐々に増やしていき、「している生活行為」につなげていくことで、   

生活の向上を図っていくこととしており、適所系サービスにおいて、これ   

らの「できる生活行為」「している生活行為」を向上させる支援を行うこ   

ととしている。  

○ 福祉用異は、居宅において本人の「している生活行為」を徐々に増やし   

ていくことを支援する役割を担っているものであるので、  

卿こおける生活行為の向上の支援では、福祉用異もその   

手段の一つとして位置づけ、潮害・助言も行うとともに、  

碍祉用具の貸与・岬異  

の適合性の判断や利用状況のモニタリング等において、適所系サービス   

の専門職との連携を図る  

など、適所系サービスとの連携の確保が必要である。  

③ 定期的なモニター」ンクの実施  

○ 新予防給付においては、以前は自分でしていたのに、今は自分でしてい   

ない生活行為の中から、「今後は自分でした方がよいと考える生活行為」   

を自分でするようになることを優先的に当面の目標に位置づけ、これを実   

現するために必要なサービスを利用することとしている。  

○ したがって、福祉用異の貸与時には、できなくなっていた行為であって   

も、適所系サービスの利用等によって、徐々に生活機能が向上し、できる   

生活行為の範囲が増えていくと考えられることから、「している生活行為」   

として在宅生活で定着を図るためにも、福祉用異の貸与について、あらか  

じめ使用期間を限定する必要があると考えられるが、どうか。  
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○ また、地域包括支援センターにおけるケアマネジメントにおいて、定期   

的にモニタリングを実施することが必要であるが、その際、適所系サービ   

スにおいて本人の生活機能の向上や福祉用異の活用方法の指導等lこ関わっ   

ている専門職や主治医など、多方面からの客観的な意見を取り入れて、モ   

ニタリングを実施することが必要である。  
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